
2025年9月25日（16：00～16：40）

(公財)地球環境産業技術研究機構（RITE）

化学研究グループ

余語 克則
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「CO2分離回収・有効利用技術の

社会実装に向けたRITEの取り組み」

◆未来社会を支える温暖化対策技術シンポジウム in 関西◆
大阪科学技術センター（OSTEC）



本日の内容

①化学吸収液の大規模社会実装に向けての開発状況
• 新規開発混合溶媒系吸収液（RN-7）の評価試験

②固体吸収材の実用化に向けた開発状況（天然ガス火力、DAC、他）
• 天然ガス火力：材料開発フェーズからベンチスケールフェーズへ

• DAC:大阪関西万博でのパイロットスケール試験（日本最大規模のDAC装置）

• 有人宇宙活動：ISSでの軌道上実証（10/21打ち上げ予定）

③高圧用分離膜の実証試験に向けて

水素製造プロセスからのCO2回収実証に向けた準備状況

④炭素回収技術評価センター（RCCC:RITE Carbon Capture Center)

• センター整備状況（6/25お披露目会を実施）
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化学吸収液：COURSE50成果の実用化および新規実証研究

【③】https://www.eng.nipponsteel.com/news/detail/20240216/

【①】https://www.eng.nipponsteel.com/business/environment_and_energy_solution/escap/escap/

【②】https://www.eng.nipponsteel.com/news/detail/2024021502/

～日鉄エンジニアリング㈱保有技術“ESCAP®”の技術展開～

【④】https://www.rite.or.jp/news/events/240207RITE_sympo_hagiu_ppt_haifu.pdf

（商用稼働）
製鉄所
熱風炉排ガス

（商用稼働）
石炭火力発電所
燃焼排ガス

（実証要件適合性等調査）
セメント工場
排ガス

（実証試験）
清掃工場
燃焼排ガス

COURSE
50

Phase I
STEP 1

※（注意） グラフは排ガスの一般的なCO2濃度を参考にプロットしたもの

セメント工場排ガス
2022年度NEDO事業「エネルギー消費の効率化に
資する我が国技術の国際実証事業」の１テーマ【④】

（参照資料）

廃棄物処理施設（清掃工場）排ガス
GI基金事業「CO2分離・回収を前提としてCN型廃棄物
焼却処理全体システムの開発」【②，③】

製鉄所熱風炉排ガス
商業1号機：日本製鉄㈱北日本製鉄所
室蘭地区構内【①】

石炭火力発電所燃焼排ガス
商業２号機：住友共同電力㈱
新居浜西火力発電所構内【①】

【RITE開発の吸収液技術の利用】

3



出典: ADVANCEMENTS IN CCS TECHNOLOGIES AND COSTS（GCCSI, 2025）

排出源ごとのCO2分離回収コスト

石炭燃焼排ガス

天然ガス燃焼排ガス

水素製造プロセス

炭素回収プラントのさらなる開発と導入によ
り、石炭火力排出源からの回収コストの一般
的な傾向を示すコスト曲線に加え、天然ガス
火力排出源および水素製造源についても曲
線を導出できるようになっている。

開発の進展とともにコスト低下の傾向

4



2025 Technology Compendium(GCCSI)に報告された回収技術の再生エネルギー*

出典）EDITOR’S INSIGHTS STATE OF THE ART: CCS TECHNOLOGIES 2025 AUGUST 2025

*Specific Regeneration Energy：
   CO2を回収し連続運転再生するために必要なエネルギー量。廃熱回収やその他のエネルギー回収は含まない。
   回収装置の上流側前処理や下流側後処理も含まない。

排出源CO2濃度により大きく異なるが
3 GJ/t-CO2未満が多く報告されている
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吸収液の大規模社会実装に向けて

千トンスケール製造への対応：

FY2026 FID（最終投資判断）
FY2030 CCS事業開始
に向けて、原料調達も含めた吸収液製造
に関するリスク検討

吸収液原料製造および吸収液製造を担う
化学会社との連携、協力

⇒ スケールメリット・連続プロセス化に
 よるコストダウン検討など

新たな吸収液開発

GI基金PJの成果（高性能吸収液）を活
用しつつ、ユーザーの要望を開発へ
フィードバックしてユーザーフレンドリー
な吸収液を目指す。
劣化抑制、発泡抑制、吸収液単価低減

先進的CCS事業に採択された9地点 （R6年6月時点）

https://www.meti.go.jp/press/2024/06/20240628011/20240628011.html

【国内動向】

【必要な取組み】
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2024年5月24日
二酸化炭素の貯留事業に関する法律（CCS事業法）公布
ロンドン議定書第6条改正受諾（CO2越境輸送）

～2026年5月23日 貯留事業・導管輸送事業の施行

2025年 特定区域の指定
北海道苫小牧市沖（ 2月21日）
千葉県九十九里沖（９月17日）



先進的CCS事業に向けた基本設計の状況

案件名 発注者 備考

【首都圏CCS事業】

１ CO2分離回収設備検討業務 日本製鉄

２ 海洋設備概念設計業務 INPEX

３ 昇圧設備Pre-FEED※4業務 INPEX

４ パイプライン路線工事FEED業務 INPEX ＊

５ パイプラインステーション工事FEED業務 INPEX ＊

【日本海側東北地方CCS事業】

６ CO2分離回収設備および CO2 液化・貯蔵・出荷設備検討業務 日本製鉄

【大洋州CCS事業】

７ CO2分離回収設備検討業務 日本製鉄

８ パイプラインルート選定および技術検討に係るエンジニアリング業務 三菱商事 ＊

出典：日鉄エンジニアリングプレスリリース（https://www.eng.nipponsteel.com/news/detail/20241125/）

＊NSPEとして受注

日鉄エンジニアリング株式会社が基本設計業務を受注、検討
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COURSE50 Phase I
（2008～2017）

〃 Phase II
（2018～2021）

GI基金事業等
（2021～2029）

（水溶液系吸収液）

RN-5,6RN-1~4 RN-7

（混合溶媒系吸収液）

✓ 標準液（MEA液*）
より優れる
・劣化耐久性
・金属腐食性

（新規混合溶媒系吸収液）

✓ 2.0 GJ/t-CO2の性能

1 t/d-CO2

規模
（CAT-1）

✓ 非水溶媒の利用技術
を開発し、1.6 GJ/t-
CO2の性能に到達

商用機ESCAP®**

30 t/d-CO2規模
（CAT-30）

* MEA液：モノエタノールアミン水溶液
** ESCAP ® ：日鉄エンジニアリング㈱の省エネ型CO2回収設備

2.3 GJ/t-CO2達成

適用先：製鉄排ガス
（120t/d）

石炭火力燃焼排ガス
（143t/d）

小型連続試験装置
（CAT-LAB）

➢ 1.6 GJ/t-CO2を確実にする吸収液開発
（新規有機溶媒探索、組成検討、
新規CAT-LABによるプロセス検討）

✓ 触媒との相乗効果
を確認

✓ 金属腐食性低下

RN-X

➢ 水素還元高炉製鉄排ガス（CO2濃度
変動）に対応した吸収液開発

➢ 金属腐食性に対する技術開発

実ガスベンチ試験

パイロット
プラント試験

➢ 吸収液性能実証
➢ ガス中不純物影響

評価
➢ プロセス要素技術

開発

➢ 水素還元高炉との
連動試験による
技術実証

社会
実装

高性能吸収液の開発：概要

市村地球環境産業賞を受賞

NEDO事業（GI基金）/日本製鉄㈱と共同実施
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実ガスベンチ試験

期間： 2024年1月～6月

吸収場所： 日本製鉄㈱ 東日本製鉄所君津地区

試験設備： 可搬式小型CO2分離回収試験設備

“m-ESCAP ”（日鉄エンジニアリング㈱保有）

対象ガス： 高炉ガス（22%CO2）

試験液： 混合溶媒系_4種（A～D）、

                参照液_1種（商用技術： 高性能アミン水溶液） （CO2回収能力： 0.2～1.2 t-CO2/日）
https://www.eng.nipponsteel.com/news/2024/20240508.html

10%以上低減

混合溶媒系吸収液
商用技術

（アミン水溶液）

RITEが開発した混合溶媒系吸収液の

エネルギー消費及び実用性能（劣化耐久性）を検証

GI基金事業「製鉄プロセスにおける水素活用／高炉を用いた水素
還元技術の開発／外部水素や高炉排ガスに含まれるCO2を活用
した低炭素化技術等の開発」の進捗

9

8月から
パイロット試験
（30t/day規模）
を実施中



化学吸収法(Post-combustion)によるCO2分離回収コスト内訳*

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

スチーム 電力（回収） 吸収液 BFW
固定費（回収） 人件費 電力（液化） 固定費（液化）

*電力単価10円/kWh、スチーム単価2,000円/t、吸収液原液単価600円/kgとして試算
（石炭火力発電所から467 ｔ/h-CO2回収ケース）

再生用スチーム

分離回収 液化

電力
（回収）

吸収液
固定費
（回収）

電力
（液化）

固定費
（液化）

BFW

人件費

化学吸収液：再生スチームのコストが半分程度 ⇒ 再生エネルギー低減が重要

出典）平成１４年度調査報告書 ０２００４３４２－０、０２００４３４３－０
地球温暖化対策技術に関する調査／二酸化炭素分離･回収技術に関する調査研究 10



出典: ADVANCEMENTS IN CCS TECHNOLOGIES AND COSTS（GCCSI, 2025）

標準的なMEAアミン系炭素回収プラントのコスト

$77.26 /ton-CO₂（回収率90％、処理能力100万トン/年）

Capital Costs
吸収塔、水洗装置、送風機

Operating Costs
液再生(Reboiler)、送風、冷却

← 全体:の70％近くがReboilerにかかるエネルギー消費
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出典: ADVANCEMENTS IN CCS TECHNOLOGIES AND COSTS（GCCSI, 2025）

回収率と回収コスト*

回収率が高いほどトンCO2あたりのコストは低下
ネットゼロおよびコスト低減に向けて回収率は95％以上が標準になりつつある．
97～98％以上の回収はコスト上昇

* （MEA吸収液で13.7mol%のCO2を100万トン/ｙ回収ｹｰｽ）
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化学吸収法による高CO2回収率検討（技術動向）

⚫ 標準液MEA30wt%aqのモデル検討では回収率98%程度からエネルギー諸費が上昇。

Ref) IEAGHG Technical Report 2019-02 (2019)
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◎水の顕熱、蒸発潜熱が必要
→ 非水溶媒系、2相分離系等の開発

化学吸収液と固体吸収材

アミン化合物

＋

担体

（多孔質材料）

固体吸収材化学吸収液化学吸収液

アミン化合物

＋

溶媒

（水）

溶媒

（水）

（例. モノエタノールアミン）

担体

(多孔質材料)

アミノ基
水酸基

アミン化合物

固体吸収材：
◎ 比熱の高い水溶媒に替わり低比熱の多孔質材料

を担体に用いて再生に必要なエネルギーを低減．
◎ 溶媒の揮発が無いため蒸発潜熱としての熱ロス

が無い．
→ 再生温度60℃程度の低温再生プロセスの開発

（廃熱利用可能）

＜吸収剤＞
アミン
化合物

＜溶媒1＞水

＜溶媒2＞非水溶媒
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グリーンイノベーション基金事業/ＣＯ２の分離回収等技術開発
（天然ガス燃焼排ガスからの低コストＣＯ２分離・回収プロセス商用化の実現）

ターゲットCO2濃度

40℃ 40℃

2022 2024 2030

ステージゲート1 ステージゲート2
吸収材の開発

ベンチ試験

実ガス実証試験

新規固体吸収材の開発
及びラボ試験 性能確認・エンジニアリングデータ取得

全体システム検討、長期運転実証

2026

ステージゲート1を突破：
ベンチ試験フェーズへ
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出典）EDITOR’S INSIGHTS STATE OF THE ART: CCS TECHNOLOGIES 2025 AUGUST 2025

GROWING LOW PARTIAL PRESSURE APPLICATION

Project Start year Point Sources Capacity
(Ktpa)

Technology 
Deployed

Naortheast Energy 
Associates, 
Bellingham(CCU)

1991 to 2005 Natural gas 
CCGT

120 Fluor Econamine 
FG Plus

Tata Chemicals 
Northwich(CCU)

2022 Natural gas 
engine

40 Pentair Advanced 
Amine

Glacier Gas Plant 
(Phase 1 & 2)

2022(Phase 1)
2026(Phase 2)

Natural gas 
engine and 
turbine

160(total) Entropy iCCS

Ravenna Phase 1 2024 Natural gas  
turbine

25 Mitsubishi Heavy 
Industries KMCDR 
Process

Net Zero Teesside 
Power

2028
(FID Approved)

Natural gas 
CCGT

2000 Shell Cansolv

低濃度排出源（天然ガス燃焼）への適用事例が増加
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1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値

電力kWhあたりのCO2分離回収コストの低い技術を提供する。

*直接利用（①/⑤/⑨）は脱炭素技術付属なし。
2030年以降のNH3/H2の技術進展によって優位性が変わる可能性はある。

グラフ出典: 2030年を想定した火力発電の脱炭素化技術に
対する経済性および環境性の評価, 一般財団法人電力中
央研究所 第一回カーボンマネジメント小委員会, 2023/9

エネルギー源と脱炭素手法別の発電コストへの影響は、石炭火力＋CCS（⑥/⑩）や、その他想定されるNH3/H2

と比べて、2030年断面では、天然ガス+CCS（②）が最も安価と試算されている。
⇒ 実現のためには、天然ガスタービン排ガスからCO2分離・回収コストの削減が重要。

出典：天然ガス燃焼排ガスからの低コストCO2分離・回収プロセス商用化の実現：事業戦略ビジョン 17



2025大阪関西万博でのDAC試験

◼ DAC実証試験装置設置場所の基礎工事が終了。吸着塔を搭載する鉄骨構造物も
設置済。10月～順次、装置搬入を開始。

実証プラントエリア全景図

■ グリーン万博カーボンリサイクルファクトリー内で、DACでCO2を回収

➀隣接する大阪ガスのメタネーション設備(*1)に送られる。＊１：環境省事業（バイオメタネーション、触媒メタネーション）

＾＾＾合成されたeメタンは迎賓館厨房、熱供給設備に供給される。
➁エア・ウォーターのドライアイス製造設備にてドライアイス化試験も実施
➂三菱ガス化学にメタノール合成用として供給

パイロットスケール規模でのDAC→Utilizationの実証中（国内初）
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吸着塔x3基

制御盤

キュービクル

受水槽

CO2回収設備＆
Utility設備

空気ファン

万博実証設備レイアウト

空気中のCO2を吸着する吸着塔は2Fに3基配置。1F部分はCO2回収設備及びUtility設備を配置。
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CO2回収ユニット

万博実証機 CO2吸着塔

CO2吸着塔 CO2貯蔵タンク

万博DAC実証設備写真とプロセスフロー概略図
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GatewayではJAXAがCO2回収装置を担当

第62回 宇宙科学技術連合講演会、OS05-3 国際宇宙探査

技術の応用：有人宇宙活動への利用（月周回有人拠点:Gateway）

「将来有人宇宙探査に向けた⼆酸化炭素除去の軌道上技術実証システム

（JEM Demonstration of Removing Carbon-dioxide System : DRCS）」
・日本が初めて微小重力環境下で運転するCO2除去装置

RITE固体吸収材とJAXAの技術実証装置でGatewayの要求性能を満たす性能を確認
⇒H3ロケット7号機により新型宇宙ステーション補給機1号機（HTV-X1）を国際宇宙ステーション

（ISS：International Space Station） で軌道上実証を予定（10月21日打ち上げ予定）

試験結果は、JAXAが開発を進めている「環境制御・生命維持システム（Environmental Control 
and Life Support System: ECLSS）」技術の向上につなげる。
ECLSSはアルテミス計画で欧州宇宙機関（ESA）が開発を担当する月周回有人拠点「Gateway」の
国際居住棟（International Habitation module: I-HAB）に設置される予定。 21



有人宇宙活動用CO2吸着材の開発（月周回有人拠点:Gateway）
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ISS(国際宇宙ステーション)ではゼオライトによってCO2を除去している。
下図は米国のCDRA(Carbon Dioxide Removal Assembly)

国際宇宙ステーション（ISS)：ゼオライトによるCO2吸着除去

W.T. Peters, J.C. Knox, 47th International Conference on Environmental Systems ICES-2017-241, 16-20 July 2017, Charleston, South Carolina

粉化したゼオライトが人体や計器に悪影響を与える

日本の実験モジュール（きぼう）にはCO2除去装置はない
（米、ロの設備を利用、CDRAは故障しやすく、ゼオライト
の粉末が装置に悪影響を与えることなどが問題となって
いる。また水が吸着すると再生に高温が必要。)

→2015年より日本独自のCO2除去技術の研究を開始
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ＲＩＴＥが保有する膜分離技術

膜 構造 特長 主な用途

分子ゲート膜
（有機膜）

CO2/H2混合ガスから
CO2を選択的に透過
（分子ゲート機能）

・CO2/H2分離
（IGCC、水素製造用としてMETI事業で

開発中）

（ピュアシリカ）ゼ
オライト膜

・結晶の均一細孔
・熱的・化学的安定性

・CO2/CH4分離

・ＭＣＨ脱水素

・蒸留代替（脱水）

対向拡散ＣＶＤシ
リカ膜

・水素透過速度・選択性
が極めて高い
・構造設計の自由度が高
い

・MCH脱水素

・He回収

細孔内充填型パ
ラジウム膜

・耐久性向上とコスト低
減の可能性
・製膜位置の制御が可能

・ＮＨ３脱水素

・天然ガス改質

N N

N
H

NH

N
H

HN

O O

OO

NH2

NH2

H2N

H2N

24



0

20

40

60

80

100

120

140

160

30 40 50 60 70
10

100

1,000

10,000

100,000

1,000,000
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排出源CO2濃度 / %

高圧 3.0 MPa
CO2-H2 (CH4)分離

石炭ガス化ガス

天然ガス精製

供給側全圧=3.0 MPa, 
透過側全圧=10 kPa
CO2回収率>90%

供給ガス流量: ~4.0 m3/min/m2

必
要
な

C
O

2
分
離
選
択
性

*

排出源CO2濃度 / %

DAC

NGCC

天然ガスボイラー

石炭火力
製鉄・セメント

常圧 0.1MPa
CO2-N2分離

供給側全圧=0.1 MPa, 
透過側全圧 =~0 kPa（理想条件）

CO2回収率>90%
供給ガス流量:~0.1 m3/min/m2

╳ 常圧でCO2分離
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中圧 0.85 MPa
CO2-H2分離

水素製造

排出源CO2濃度 / %

供給側全圧=0.85 MPa, 
透過側全圧=10 kPa
CO2回収率>90%

供給ガス流量: ~0.6 m3/min/m2

透過側減圧 透過側減圧 透過側減圧

分離膜（溶解拡散膜）によるCO2回収プロセスの適用性
回収率>90% 、純度>95%を満たす膜分離性能（一段分離）

○ 高圧でCO2分離╳ 中圧でCO2分離

*ﾊﾟｰﾐｱﾝｽ比
 𝑄𝐶𝑂2=10-8 mol s-1 m-2 Pa-1

溶解拡散膜

溶解拡散膜

溶解拡散膜
（天然ガス）

膜分離は圧力差を駆動力とするため高圧、高CO2分圧が有利

CO2回収率50%
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pf=0.85 MPa

pp=35 kPa

pf=0.40 MPa

pp=35 kPaVP-1

VP-2

Stage 1
圧力:0.85MPa
膜面積22.0m2

CO2回収率99.5%
CO2純度91.3%
真空ポンプの消費エ
ネルギー: 
1.09 GJ/t-CO2

Stage 2
圧力:0.40MPa
膜面積4.0m2

CO2回収率99.5%
CO2純度99.5%
真空ポンプの消費エ
ネルギー: 
0.22 GJ/t-CO2

スイープ: 
3.2 m3/h

スイープ: 
0.75 
m3/h

湿度制御

水素回収率 99.9%
水素純度 96.6%

MGM膜によるCO2回収プロセスの適用性
回収率99％、純度99% （中圧、２段膜プロセス）

供給ガス (CO2~20%)
pf=0.85 MPa

CO2回収率 99.0%
CO2純度 99.5%
真空ポンプの消費エネルギー: 
1.31 GJ/t-CO2

<シミュレーション条件>
供給側: 0.85 MPa
透過側減圧: 35 kPa
ガス透過性@pCO2=0.17MPa
透過速度FCO2=7.6x10-5 m3 m-2 s-1

選択性α(CO2/H2)=130

促進輸送膜の2段分離プロセスへの適用により
回収率99％、純度99%の可能性あり
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分子ゲート膜（MGM)

＜分子ゲート膜 性能の進展＞

これまで開発してきた高圧用CO2分離膜の中圧水素製造システムへの適用性検討を
2024年度スタートの新事業で実施する。2023年度に開発したMGM膜の実用化をはかる。

選択性を大幅に向上させることに成功

2022年MGM膜

2023年MGM膜

添加剤

ハウジング、エレメント
（Φ20cm 長さ60㎝）

連続成膜ロール試作
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カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発
「高圧用CO2分離膜の水素製造システムへの適用性検討」

＜実施期間＞ 2024年4月～2027年
3月

＜実施体制＞

次世代型膜モジュール技術研究組合

三菱化工機株式会社

➢ MGM膜モジュールを三菱化工機が保有する水素製造試験装置へ組み込み、工程ガス（加圧CO2－H2混合
ガス）からCO2分離回収する試験を行う。

➢ 高純度CO2と高純度H2を同時に得るCO2回収型水素製造システムを実証する。

年度 2024年度 2025年度 2026年度

次世代型膜モジュール
技術研究組合

三菱化工機
実証機基本設計・詳細設計・製作
水素PSAラボ試験、CO2中の水素除去試験、CO2利用先検討

実ガス
実証試験

膜チューニング検討、商用サイズエレメント製作検討
エレメント評価、耐久性試験

実証機用
エレメン
ト製作

データ解
析・エレメ
ント分析
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新事業プロセス
CO2分離回収型水素製造
プロセス
・本プロセスでは高い
CO2/H2分離性能が求めら
れる
↓
・2023年度開発の高選択
性MGM膜の適用により、
CO2分離回収型プロセスの
構築が可能
・PSAコンパクト化も可能

PSA

MGM膜＋PSA

従来型水素製造プロセス
・CO2は回収していない。

新事業プロセス（MGM膜 ＋ PSA） Vs 従来型水素製造プロセス
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実機PLOT PLAN
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実証機の設置計画

三菱化工機 実証水素ステーション（川崎市川崎区大川町）

水素製造装置
水素製造量：300Nm3/h

実証機建設予定地

水素製造装置の変成ガスを分岐して、実証機に供給します。
実証機の規模は水素製造量40Nm3/hです。
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ユーティリティーヤード（面積： １１６ m2）

炭素回収技術評価センター（実ガス試験センター）
RCCC: RITE Carbon Capture Center

RITE京都本部に独立したセンター専用建屋を設置、都市ガスを燃焼させた排ガスを

用いた試験設備を導入し、 各種CO2分離回収素材（化学吸収液、吸着材、分離膜）の

評価を実施する。

評価棟

面積： １３１ m2 高さ： ８.４ m

RITE
(京都）

RCCC
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設備構成

供給排ガス

流量 247 Nm3/h

温度 75 ℃

組成

CO2 8.8 %
N2 77.0 %
O2 3.9 %
H2O 10.3 %
NOx 69 ppm

設備 製作仕様

排ガス供給設備 ⚫ 都市ガスボイラー（蒸気量250kg/h相当）×2基・・・24時間連続供給可能

⚫ 各試験設備に対して100kg-CO2/dを供給可能

排ガス除害設備 ⚫ 活性炭吸着塔×2基

吸収液試験設備 ⚫ 吸収塔（充填層部）： 2mH×0.2mf再生塔（充填層部）： 2mH×0.1mf ･･･ 液量約70L

⚫ 吸収塔入口温度（ガス／液）： 40℃ 再生圧力／温度： 0.2MPa／120℃

PSA試験設備 ⚫ 吸着槽： 250A×1800L×3塔 ・・・ 1塔当り充填量約60kg

⚫ 温度： 30℃ 圧力： 101~900kPa（吸着） 10kPa（脱着） 露点： -60℃

膜モジュール
試験設備

⚫ 膜モジュール： 1m程度 …フレキシブル配管で調整

⚫ 温度：30~85℃ 圧力：101～900kPa（供給） 10～101kPa（透過） 露点：-15～80℃

都市ガス焚き
ボイラー

ブロワ

除害
設備

回収CO2

脱CO2

排ガス

吸収液
試験設備

TSA
試験設備

PSA
試験設備

膜モジュール
試験設備排ガス

コンプレッサ

2025年度以降に導入予定

【試験設備フロー】

2025年3月の測定結果
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CO2分離回収試験設備

⚫ 2025年度上期から標準分離
素材での試験を実施

評価棟内配置

除湿器

加湿器

取付部

真空ポンプ

ṇ

PSA

吸収塔

再生塔

熱交換器

リボイラ

✓ モノエタノールアミン水溶液
✓ ゼオライト13X
✓ ポリイミド系ガス分離膜

吸着槽
（3塔）
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まとめ

• RITE化学研究グループでは石炭火力、製鉄からのCO2回収技術の早期実用化・大規模化を目指した開発を実施

している。先進的CCS事業での採択を目指しつつ、今後、低濃度のCO2排出源（天然ガス火力、閉鎖空間、大気等）

等、多様な排出源に対応できるよう複数の技術開発を進めるとともに、CO2分離回収技術の共通基盤となる実ガ

ス試験センターを設置・運営し、素材メーカーとエンジニアリングメーカー等の開発加速支援も行っていく予定

・最近の取組み状況

①新規開発混合溶媒系吸収液（RN-7）のCAT-30パイロットスケール試験

• 良好なベンチスケール試験結果を受け（商用化吸収液より10％程度エネルギー低減）、8月から日本製鉄㈱
東日本製鉄所君津地区でパイロットスケール試験を実施中

⇒２０３０年先進的CCS事業での採択を目指し大規模社会実装への準備を進めていく予定

②固体吸収材の実用化に向けた開発状況（石炭火力、天然ガス火力、DAC他）

• 石炭火力：舞鶴発電所でパイロット試験を実施中

• 天然ガス火力：Phase1のｽﾃｰｼﾞゲートを突破し、材料開発フェーズからベンチスケールフェーズへ

• DAC:大阪関西万博（4/13～10/13)でのDACパイロットスケール試験を実施中、回収したCO2はメタン、
メタノール、ドライアイスに活用中. 日本最大規模のDAC装置、世界に向けて日本のDAC技術をPR

• 有人宇宙活動：地上試験において良好な性能が確認でき、ISSでの軌道上実証へ（10/21打ち上げ予定）

③分離膜（高圧ガス）のモジュール化・実証試験に向けての開発

・ 次年度の実水素製造プロセスからのCO2回収実証に向けた準備を進めている。

④炭素回収技術評価センター（RCCC:RITE Carbon Capture Center)を開設

• 吸収液、膜分離、PSA、各装置が稼働（各設備に100kg/day相当の実ガスを供給可能）

今後、外部サンプル評価の受入れ開始予定
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Research Institute 
of 

Innovative Technology for the Earth

ご清聴ありがとうございました。
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